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生活道路及び幹線道路における交通事故及び死傷者数の削減を目指して
～鹿児島県道路交通環境安全推進連絡会議を開催～

平成２９年の鹿児島県における交通事故死者数は６６人で、過去統計より減少傾向と
なっております。しかし、昨今の交通死亡事故の状況として歩行者・自転車乗車中の死者
が増加しており、その約６割は自宅から身近な道路で発生しているなど、生活道路におけ
る交通安全対策は緊急の課題となっています。

そのため、生活道路のエリア登録を行い、地域住民や県警察等の関係者と連携して、ハ
ンプや狭窄の適切な設置等生活道路の交通安全対策を推進し、生活道路における速度抑制
や、通過交通の進入抑制対策を行っています。

また、幹線道路の交通事故対策に関する主要施策として事故危険箇所対策に取り組んで
きたところですが、未だ多くの交通事故が幹線道路の特定の区間に集中して発生している
状況です。

このような状況を鑑み、国・県・市の道路管理者や県警察などの関係機関が連携し生活
道路の対策、幹線道路の対策を引き続き推進するため「鹿児島県道路交通環境安全推進連
絡会議」を下記のとおり開催しますのでお知らせいたします。

記

日時）平成３０年１０月２５日（木） １３：３０ ～ １５：３０
場所）鹿児島県庁 ７階 ７－総－１会議室
内容）

①生活道路交通安全対策について

②現地視察【真砂本町（ハンプ実証実験）、荒田地区（Ｈ２９対策完了）】
③意見交換
④幹線道路の交通安全対策について

（添付資料）
・鹿児島県道路交通環境安全推進連絡会議 構成員
・生活道路の概要

※報道関係者の皆様へ
・撮影は現地視察までとさせていただきます。
・会議を取材される場合は、１０月２４日（水）１６時までに下記問い合わせ先の、
交通対策課高野までご連絡ください。

まさごほんまち あらた



別表　１

役　職

国土交通省　九州地方整備局　鹿児島国道事務所 所　　長

鹿児島県警察本部　交通部　交通規制課 課　　長

鹿児島県　土木部　道路維持課 課　　長

国土交通省　九州地方整備局　大隅河川国道事務所 所　　長

鹿児島県警察本部　交通部　交通企画課 課　　長

鹿児島県　土木部　道路建設課 課　　長

鹿児島県　土木部　都市計画課 課　　長

鹿児島県　県民生活局　生活・文化課 課　　長

鹿児島市　建設局　道路部 部　　長

鹿児島市　危機管理局 次　　長

西日本高速道路（株）　九州支社　鹿児島高速道路事務所 所　　長

鹿児島県道路公社 専務理事

（案）

鹿児島県道路交通環境安全推進連絡会議　構成員

国道交通省　九州地方整備局　鹿児島国道事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大隅河川国道事務所

鹿児島県　土木部　道路維持課
鹿児島県警察本部　交通部　交通規制課

所　　　　属

事務局

議 長



約５割
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出典）交通事故データ（ITARDA：平成28年データ）
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出典）交通事故統計年報をもとに作成

※生活道路：車道幅員5.5m未満、幹線道路：車道幅員5.5m以上として集計

（万件）
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参考資料：生活道路対策の概要

主に、地域住⺠の⽅々が⽇常⽣活で利⽤さ
れる⾝近な道路で、⾃動⾞の通⾏よりも歩⾏
者や⾃転⾞の安全確保が優先されるべき道路
になります。

【⽣活道路の現状は？】

【⽣活道路とは？】

■ 生活道路のイメージ

【第10次交通安全基本計画における目標】

○平成32年までに死者数を2,500人以下にする（平成27年:4,117人⇒約４割減少）

○歩行中・自転車乗車中の死者数を、全体の減少割合以上の割合で減少させる

⽇本は、先進7カ国の中で歩⾏中・⾃転⾞乗⾞中の安全性が最も低く、歩⾏者や⾃
転⾞の安全確保が優先される⽣活道路での死傷事故件数は、幹線道路と⽐べ減少割
合が低い状況です。
また、死者数全体の約半数を歩⾏中・⾃転⾞乗⾞中が占めており、更にその半数は⾃

宅から500ｍ以内の⾝近な道路で発⽣しています。
こうした状況の改善に向け、国⼟交通省、警察及び各道路管理者が連携して、特に危

険性の⾼いエリアを「⽣活道路対策エリア」に選定し、死者数の減少を⽬標に交通安全
対策を実施しています。

交通安全対策
（ハンプ、狭さく等）

1.2人

1.4

2.2

2.6

3.5

3.6

7.5

2.0人

0.8

1.1

1.3

1.0

1.0

1.9

日本

イギリス

ドイツ

フランス

イタリア

カナダ

アメリカ

出典）IRTAD(2017)，World Bank

G7で最下位G7でトップ

状態別死者数（H29）

歩行中

自転車乗用中

原付乗車中

自動二輪車乗車中

自動車乗車中

その他

歩行中
1,347人
（36%）

自転車
乗用中
480人
（13%）

1,221人
（33%）

448人
（12%）

184人
（5%）

14人
(0.4%)

出典）警察庁交通局「平成29年における交通死亡
事故の特徴等について」をもとに作成

N=3,694

【状態別交通事故死者数】

【人口10万人あたり交通事故死者数の比較】 【道路種別の交通事故件数の推移】

【自宅からの距離別死者数（歩行者・自転車）】



『進⼊⼝を⼊りにくくする構造』や『⾛⾏速度を抑制する構造』『歩⾏者や⾃転⾞に必要
な幅員を優先して確保する』などの対策を実施することで、歩⾞混在から歩⾏者・⾃転⾞
中⼼の空間に転換を図っていきます。

【凸型（ハンプ）とは？】

【⽣活道路対策エリアでの交通安全対策は？】

⾝近な⽣活道路で発⽣する交
通事故の原因の⼀つとして、⽣活
道路を早いスピードで通り抜ける
⾃動⾞の存在があげられます。
こうした問題に対して、道路の⼀

部を盛り上げ、凸状の緩やかな段
差を設けることで、速度低減をね
らった凸型（ハンプ）を設置し、運
転者に対し減速を促します。

参考資料：生活道路対策の概要


